


DPI（障害者インターナショナル）日本会議は、1986年の結成以降、障害当事者が主体となり、国内外におけるすべての障害者の権利確立と、自立した個人としての生活を保障する社会を創ることを目標として、制度・政策に対する提言等の活動と国際交流を積極的に展開しています。
　さて、2020年から始まった新型コロナウィルスとの闘いは4年目に入り、ようやく終息の兆しが顕著になってまいりました。この間、感染されたり、ワクチンの後遺症で苦しまれたりした皆さんには、心からお見舞い申し上げます。今後も、目まぐるしく変異するウィルスとの闘いには油断することなく、感染予防に留意し、健康を維持していきたいものです。
全国で展開されている長く、苦しい闘争と言えば、優生保護法被害者による国賠訴訟です。除斥の壁が厚く立ちはだかっていた中、1月23日の熊本地裁での除斥期間の適用は妥当ではないという、原告側の主張をほぼ全面的に認めた判決が出されたことにより、各地の地裁、高裁の判決もそれを踏襲するものとなってきました。本趣意書と前後して3月28日には衆議院議員会館で、政治決着を訴える集会が開かれます。昨年の国連障害者権利条約の総括所見でも、優生保護法被害者への謝罪と賠償が強く求められているように、高齢の原告に寄り添い、一刻も早い謝罪と賠償が実現するよう、DPI日本会議も引き続き連帯してまいります。
今年度のDPI日本会議全国集会は、2020年から取り組んでいるオンライン（Zoom Webinar）での開催となります。一応の感染症終息と言われるものの、この間のオンラインでのイベント開催により参加しやすくなった方々が増えことも踏まえ、引き続き、情報保障の環境整備等、誰一人取り残こすことのない取り組みを進めてまいります。
　本年は、集会のテーマを「総括所見を活用し、国内法制度のバージョンアップを～障害者基本法改正へ～」とし、5月28日（土）、29日（日）に開催いたします。1日目は、長年に亙り障害者権利条約の制定や国内の制度創設などに貢献してこられた弁護士の東俊裕さんが、この度熊本学園大学を退職されましたので、障害者運動のこれまでを振り返り、これからの展開への示唆となる基調講演をいただくことになりました。
　2日目の分科会は、権利擁護部会による「滝山病院事件から見えた日本における精神医療の現在地点」、地域生活部会による「社会モデル/人権モデルから考える支給決定の在り方」、そして雇用労働部会による「障害者雇用と合理的配慮の確保～労働組合運動と訴訟を通して、働く障害者の権利と合理的配慮を考える～」となっております。いずれも、緊急かつ重要なテーマであり、多くの皆さんのご参加により、議論を深めていければと思います。

最後に、ウクライナ戦争は1年を超え、未だに終わりが見えません。その間、兵士のみならず、女性、子ども、高齢者、障害者など市民までもが犠牲となっている現状に怒りを禁じえません。障害者権利条約の履行は平和無くしては実現しないことを確認し、世界の為政者たちに、今こそ平和的な対話による外交を強く求めていきたいものです。
DPI日本会議全国集会へのご参加をお待ちいたしております。

　第３８回ＤＰＩ日本会議全国集会　開催趣意書　


総括所見を活用し、国内法制度のバージョンアップを


　～障害者基本法改正へ～





認定NPO法人DPI日本会議　


議長　平野　みどり








